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要　　約

スマートスリット構法は，鉄筋コンクリート造（以降，RCと称す）袖壁付き柱に関する技術である．
スマートスリット構法では，RC袖壁付き柱について一般的には鉛直の構造スリットを設置する柱と袖
壁の接続部に目地形状の欠損部のみを設置することで，構造安全性を担保することを目指している．な
お，袖壁脚部には水平の構造スリットを設置する．
本報では，スマートスリット構法の構造性能を確認するために実施した曲げせん断実験の概要や主な

実験結果について報告する．
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§1．はじめに

RC袖壁付き柱は，旧来から共同住宅や学校建築など
の RC建築物に用いられてきたが，過去に多くの地震被
害例えば 1）も受けてきた．そこで，近年では柱と袖壁側面
および，梁と袖壁脚部の間に隙間（スリット）を設け，そ
こにコンクリートよりも柔らかい材料を設置する方法
（以降，構造スリットと称す）を用いて，袖壁と柱および
梁との構造的な縁を切り，明快な構造計画を行うことが
一般的となっている．
構造スリットを設置したことによる効果については，

実験結果2）や地震被害調査結果3）からも明らかになって
いる．一方，構造スリットのうち柱と袖壁側面の接続部
に設置する構造スリット（以降，鉛直スリットと称す）
については，その重要性は理解しつつもコンクリートの
充填性を低下させる要因になってしまうなど，施工面か
らの課題4）が指摘されている．

前述した施工面の課題を解決するための先行研究とし
ては文献5）がある．文献5）では，極力構造スリットを設
けずに耐震安全性を確保するための仕様が提案され，構
造実験の結果からその効果が示されている．
そこで，筆者らは文献5）に示される考え方を参考とし

て新たな柱と袖壁の接合方法（以降，スマートスリット
構法と称す）を開発し，建物への適用を目指している．本
報では，スマートスリット構法の基本性状を把握するた
めに実施した構造実験の概要と主な実験結果について報
告する．

§2．スマートスリット構法の概要

スマートスリット構法と参考にしている文献5）に示さ
れる接合方法のイメージを併記して図―1に示す．スマ
ートスリット構法では，袖壁と柱の接続部に目地形状の
欠損部（以降，目地と称す）を設け，柱と袖壁の応力伝

（a）�文献5）で提案されている
接合方法

（b）スマートスリット構法

図―1　接合方法のイメージ
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達をより小さくすることを目指している．また，梁と袖
壁脚部の間には一般的な施工方法（構造スリットを袖壁
側面と脚部に配置する方法で，以降本報では一般工法と
称す）と同様に，水平の構造スリット（以降，水平スリ
ットと称す）を設けている．
壁筋については，袖壁頭部において壁の面外方向荷重

に対する抵抗性を確保するため，壁縦筋を梁に定着する
仕様としている．一方，壁横筋は柱に定着しない．

§3．構造実験

3―1　試験体概要
試験体の概要を図―2および表―1に示す．試験体は，
概ね 15階建て程度までの RC建築物で想定される部材
寸法の概ね 1/2スケールで，総数は 4体である．
試験体のパラメータは，柱せいと袖壁長さ（Lw）の関
係である．CW-1S-17の柱幅（Bc）と柱せい（Dc）は 400

×600 mm，柱せいに対する袖壁長さの比（以降，本論で
は袖壁長さ比と称し，β＝Lw/Dcと定義する）は 0.17であ
る．CW-1S-33の柱寸法は CW-1S-17と同様で，βの値は
CW-1S-33の 2倍となる 0.33である．CW-1S-75は Bc×Dc

＝400×400 mm，βの値は CW-1S-17の約 4.4倍の 0.75で
ある．なお，CW-1S-75は，想定する建物規模の下限の柱
寸法を意図した試験体である．なお，袖壁厚（tw）は共
通で 75 mmである．
また，一般工法を模擬した試験体として CW-2S-33を

1体設定した．CW-2S-33の柱・袖壁の寸法は，CW-1S-33

と同様である．なお，CW-2S-33の正方向側の袖壁は，試
験体製作段階でコンクリートの充填不良が一部生じたた
め，ひび割れ性状の検討を行う際の検討対象からは除外
するが，鉛直スリットで元々柱と袖壁の縁が切れている
ため，柱の性状には直接影響はないと考えられる．
柱と袖壁の接合部の拡大イメージ図を図―3に示す．
スマートスリット構法では，図―3に示すように柱近傍
で袖壁断面を欠損させて目地を設ける仕様としている．
各試験体の設計方法の詳細については，文献6）を参照
されたい．試験体に用いた材料の試験結果を表―2，3に
示す．

3―2　加力方法
加力装置の概要を図―4に示す．加力は，試験体上部
に設置した鉛直ジャッキで軸力比 0.15に相当する圧縮

表―1　試験体諸元

図―3　�スマートスリット構法の柱と袖壁の接続部拡大イメージ図

（a）CW-2S-33 （b）CW-1S-33 （c）CW-1S-17 （d）CW-1S-75

図―2　試験体形状
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軸力（N）を作用させた後，柱頭・柱脚の回転を拘束し
ながら水平ジャッキを用いて正負交番水平加力を行った．
加力の制御は，柱頂部の水平変位（δ）を柱の内法高さ

（h＝1,200 mm）で除した部材角（R＝δ/h）による変位制
御で行った．加力サイクルは，R＝1/800，1/400，1/200，
1/133，1/100，1/66，1/50，1/33，1/25 radを各 2回と
した．

§4．実験結果

4―1　水平荷重－部材角関係
各試験体の水平荷重－部材角関係を図―5に示す．な
お，図―5に示す水平荷重は軸力による P－Δ効果の補
正を行った値である．また，図―5中に併記したひび割
れの凡例は，柱・袖壁の区別なくいずれかで定義したひ
び割れが発生した段階で図示している．
試験体のうち，β＝0.33の CW-1S-33は R＝1/133 radサ

イクルで柱主筋が初めて降伏し，その後は R＝1/30 rad

で最大水平荷重に達し，R＝1/25 radまで安定した挙動
を示した．

CW-1S-33と柱・袖壁の寸法が同じ一般工法の試験体
である CW-2S-33は，R＝1/133 radサイクルで柱主筋が
初めて降伏し，その後は R＝1/33 radで最大水平荷重に
達し，R＝1/25 radまで安定した挙動を示すという，
CW-1S-33と同じ荷重発生状況であった．
β＝0.17の CW-1S-17では，R＝1/200 radサイクルで柱

主筋が初めて降伏し，その後は R＝1/33 radで最大水平
荷重に達し，R＝1/25 radまで安定した挙動を示した．
β＝0.75の CW-1S-75は，CW-1S-17および CW-1S-33と

水平荷重発生状況が異なり，R＝1/133 radサイクルで最
大水平荷重に達した後，それ以降のサイクルピーク水平
荷重は最大水平荷重から 30 kN程度低下したが，前述の
2試験体と同様に R＝1/25 radまで安定した挙動を示し
た．柱主筋の降伏は，最大水平荷重となる直前で生じて
いた．スマートスリット構法の 3試験体は，柱せいが一
部異なる試験体があるため定量的な比較は難しいが，最

大水平荷重にいたる変形レベルや，最大水平荷重に達し
た後の挙動の特徴については，袖壁長さ比（β）の違いに
よる影響もあるものと推察される．

4―2　最大水平荷重
各試験体の最大水平荷重を表―4に示す．柱・袖壁寸
法が同じ CW-1S-33と CW-2S-33で比較すると，CW-1S-33

の方が CW-2S-33よりも最大水平荷重が大きくはなって
いるが，比率としては 3％程度であった．直接的に比較
が可能な CW-1S-33と CW-1S-17の最大水平荷重の違い
は 1％程度であり，本実験で確認した袖壁長さ比の範囲
内では，有意な違いは確認できなかった．

4―3　ひび割れ性状
R＝1/25 rad加力後（最終サイクル）のひび割れ状況

を図―6に示す．まず，CW-1S-33と一般工法の CW-2S-

33のひび割れ状況を比較すると，柱については概ね同じ
ひび割れ状況になっており，頭部および脚部に曲げ・せ
ん断ひび割れが発生した．また，試験体の高さ中央部で
は，斜めひび割れが発生した．
袖壁について，CW-1S-33では壁頭部（壁高さの約 1/3

程度）にひび割れが集中して発生しており，一部コンク
リートが剥落する状態に至った．一方，CW-2S-33の比較
可能な南側の袖壁は，壁頭部に多少ひび割れは発生して
いるが，全体としては軽微なひび割れ状態であった．ま
た，CW-1S-33では目地で柱と袖壁の分離が生じた．
CW-1S-33と CW-2S-33のひび割れ性状を比較すると，主
に袖壁のひび割れ状況に違いが生じることが確認できた．

CW-1S-17について，直接検討が可能な CW-1S-33の柱
と比較すると，概ね同様なひび割れ性状となっていた．袖
壁については，両試験体で特徴が異なっており CW-1S-17

では袖壁頭部全体が圧壊するが，目地での柱と袖壁の分
離は生じなかった．一方，CW-1S-33では袖壁頭部全体の
圧壊は生じないが，目地での柱と袖壁の分離が生じた．こ

図―4　加力装置

表―2　鉄筋の材料試験結果

表―3　コンクリートの材料試験結果

表―4　最大水平荷重
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れらより，袖壁および目地のひび割れ性状には，袖壁長
さ比の違いが影響していると考えられる．

CW-1S-75の柱も，頭部・脚部にひび割れが発生する特
徴は他の試験体と同様であるが，他の 3試験体に見られ
た試験体高さ中央部の斜めひび割れは発生しなかった．
これは，CW-1S-75以外の試験体の柱せい（Dc）に対する
内法高さ（h）の比（h/Dc）が 2.0なのに対して，CW-1S-

75の h/Dcが 3.0とせん断が卓越しにくい形状であった
影響もあったと考えられる．CW-1S-75の袖壁では，
CW-1S-33と同様に袖壁頭部にひび割れが集中し，目地で
柱と袖壁の分離が生じた．

§5．実験結果に対する検討

5―1　柱と袖壁の鉛直相対ずれ
スマートスリット構法は，柱と袖壁の接続部に特徴を

有するため，当該部分の挙動を把握しておくことは重要
である．そこで，柱と袖壁の鉛直方向の相対的な挙動に
ついて検討した．
R＝1/800～1/66 radサイクルの 1回目ピーク時点に
おける部材角と柱と袖壁の鉛直相対ずれの関係を図―7
に示す．ここで，鉛直相対ずれの計測は，図―7中に示
すように袖壁に変位計を固定し，柱にターゲットを設け
て行った．
β＝0.33の CW-1S-33は，R＝1/200 radで鉛直相対ずれ

が生じ始め，R＝1/133 rad以降の部材角でその値が増加
する挙動であった．一方，柱・袖壁寸法が同様な一般工
法の CW-2S-33における部材角と鉛直相対ずれの関係は，
変形が小さい領域から概ね線形となっており，CW-1S-33

とは特徴が異なっていることが確認できた．
β＝0.17の CW-1S-17は，R＝1/66 radまで鉛直相対ず

れは殆ど生じなかった．一方，β＝0.75の CW-1S-75は
CW-1S-33と同様に R＝1/200 radで鉛直相対ずれが生じ
始め，R＝1/133 rad以降の部材角で値が増加する挙動で
あった．
直接比較が可能な CW-1S-33と CW-1S-17の R＝1/133 

図―5　水平荷重－部材角関係

図―7　部材角と柱と袖壁の鉛直相対ずれ

（a）CW-2S-33 （b）CW-1S-33 （c）CW-1S-17 （d）CW-1S-75

図―6　ひび割れ図（R＝1/25�rad 加力後）
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rad以降における鉛直相対ずれの値を比較すると，同一
部材角時点において CW-1S-17よりも CW-1S-33の方が
大きな鉛直相対ずれの値を示しており，柱と袖壁の鉛直
相対ずれの関係には，袖壁長さ比の違いによる影響があ
ることが確認できた．

5―2　反曲点高さ
スマートスリット構法は，袖壁脚部には水平スリット

を設置するため，水平スリットを設置する部分とそれ以
外の部分で袖壁と柱の接続状態が異なる．従って，反曲
点位置が単純に内法高さの中央とはならない．そこで，ま
ずはスマートスリット構法を採用することで，弾性範囲
の反曲点位置が理論計算上どの程度変化するのかを弾性
計算を行って検討した．
弾性計算による反曲点高さの検討概要を図―8に示す．
検討は，図―8（a）に示すような状態を想定した上で，
図―8（b）に示すように部材を 2つの片持ち部材に分割
して行った．
図―8（b）に示すように柱頭側を片持ち部材と考え，
先端に荷重が作用した場合の曲げモーメントと曲率（φ）
は，それぞれ式⑴，⑵で表せる．

M（x）＝P（H1－x） ⑴　

φ＝M（x）＝P（H1－x） ⑵　EI1 EI1

ここで，P：作用荷重，H1：柱頭から反曲点までの距
離，E：ヤング係数，I1：袖壁付き柱形状を考えた断面二
次モーメント，x：固定端からの距離である．
また，式⑵を 1回積分して回転角（θ）を求めると式⑶

になる．なお，式⑶には定数項が生じるが，x＝0におい
て θ＝0の条件より，結果として定数項はゼロとなる．ま
た，式⑶を用いて柱頭側の片持ち部材先端での回転角を
求めると，式⑷となる．

θ（x）＝ 1（PH1 x－P
x2） ⑶　

EI1 2

θu＝ P H1
2 ⑷　2EI1

ここで，θu：柱頭側片持ち部材先端での回転角である．
同様の考え方で柱脚側の片持ち部材先端での回転角を
算定すると式⑸となる．ただし，柱脚側は図―8（c）に
も示すように水平スリットの有無により，部材の長さ方
向で柱の断面性能と袖壁付き柱の断面性能を使い分けて
検討する必要があり，それを考慮して検討した．式⑸の
第 1項が柱断面を考慮している部分，第 2,3項が袖壁付
き柱断面を考慮している部分である．

θd＝
1（PH2 h1－

P
h1

2）EI2 2

－ 1（PH2 h1－
P
h1

2）＋ P
H2

2 ⑸　
EI1 2 2EI1

ここで，θd：柱脚側片持ち部材先端での回転角，I2：柱
形状を考えた断面二次モーメント，H2：柱脚から反曲点
までの距離，h1：水平スリット部分の高さである．
ここまでは，検討の便宜上部材を 2つの片持ち部材に

分割して考えてきたが，両部材は本来 1つなので，同じ
荷重が作用した場合の両片持ち部材先端の回転角は連続
条件より同じ値になる．そこで，θu ＝ θdとし H1につい
て解くと式⑹となる．なお，この際 h ＝ H1 ＋ H2の関係
も用いた．

H1＝
－2I1（h1h－ 1

2 h1
2）＋2I2（h1h－ 1

2 h1
2）－I2 h2）

 ⑹　
2h1（I2－I1）－2I2 h

式⑹を用いて算定した弾性計算による反曲点位置は，柱
脚側から，CW-1S-17で 598.9 mm，CW-1S-33で 597.2 mm，
CW-1S-75で 583.5 mm，CW-2S-33で 600 mmであった．
これらより，スマートスリット構法の反曲点位置は，袖
壁長さ比が大きくほど内法高さ中央から柱脚側に移動す
ることと，その割合は今回の検討範囲内では 3％程度で
あることが把握できた．反曲点位置の変化が比較的小さ
い理由としては，脚部で水平スリットが設けられ柱と袖
壁が一体となっていない部分があるものの，その割合が
内法高さ全体に対して相対的に小さいからと考えられる．
次に，実験結果より算定した曲率の高さ方向分布と，弾

性計算による反曲点位置の対応を検討した．実験結果よ
り算定した曲率の高さ方向分布とその算定方法を図―9
に示す．曲率は，各区間のひずみを変位計で連続的に計

（a）想定される変形と曲げモーメント分布 （b）検討の考え方 （c）脚部詳細

図―8　弾性解析による反曲点高さの概要検討
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測し，南側と北側のひずみの差を変位計設置間距離で除
すことで算定しており，計測値は計測区間の中央にプロ
ットしている．また，同図中には近似直線も示した．こ
の近似直線は，試験体固定の際に発生した初期クラック
の影響を含んでいると考えられる柱頭・柱脚近傍の計測
値各 1点を除いて算定した値である．更に図―9には，前
述した弾性計算による反曲点位置も併記した．
図―9を見ると，実験結果の近似直線より求めた反曲

点位置は，内法高さ中央から多少下がった位置になって
いることが確認できる．また，弾性計算による反曲点位
置とも概ね対応していることも確認できた．

§6．おわりに

RC袖壁付き柱について，一般的には鉛直スリットを
設置する柱と袖壁の接続部には目地のみ，袖壁脚部には
水平スリットを設置するスマートスリット構法について，
その構造性能を確認するために構造実験を実施した．本
報の範囲内で確認できた事項を以下に示す．
⑴　柱・袖壁寸法が同一なスマートスリット構法と一般

工法の試験体で比較すると，水平荷重－部材角関係
の荷重発生状況は概ね同様であった．

⑵　スマートスリット構法の各試験体は，R＝1/25 rad

という大きな変形領域まで，脆性的な破壊を生じず
安定した挙動を示した．

⑶　袖壁長さ比の違いは，最大水平荷重にいたる変形レ
ベルや，最大水平荷重に達した後の挙動に影響を与
える．

⑷　大変形後のひび割れ性状について柱・袖壁寸法が同
一なスマートスリット構法と一般工法の試験体で比
較すると，柱については概ね同様であるが，袖壁で
は違いが生じる．

⑸　袖壁長さ比の違いは，袖壁および目地のひび割れ性
状や柱と袖壁の鉛直相対ずれの関係に影響を与える．

⑹　スマートスリット構法の弾性範囲における反曲点高
さは，内法高さ中央より多少脚部側に下がった位置
となる．また，部材形状を考慮した弾性計算により
求めた反曲点位置と，実験結果が概ね対応すること
を示した．
本報での報告は，スマートスリット構法の基本的な構
造性能についてのみであった．今後，スマートスリット
構法が含まれた架構の構造性能や，スマートスリット構
法の設計方法についても検討し報告していきたいと考え
ている．
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図―9　内法高さ方向の曲率分布と計測方法
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